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〔論文〕
不定期船の供給調整に
関する理論について
東海林 滋
I.はじめに
海運に限らず，およそ特殊な領域の経済問題を学問的に取り扱おうとする
場合，人はつねにつぎのような難問に直面するのではなかろうか。それは，
一般的な理論的用具を用いながら，しかも，その対象とする領域の特殊な性
質をどうすれば生かすことができるか，あるいは，その特殊な性質を一般的
な理論立ての中に陽表的に生かすのには，いったいどのようにすればよい
か，といった問題である。つまり，それは，一方では特殊領域を対象とする
学問の独立性を主張しながら，他方では，理論的に一般的な水準を保とうと
するとき，どのような仕方で両者の統合をはかるべきか，といった問題でも
ある。
以下に述べるところは，標記理論の変容をとおして＿実は，私自身のお
粗末な体験に照らして一一この問題を例示することになるのではないか，と
(1) 
思われる。
TI．貨物トン・マイルと稼働延ベトン
海運を含めて，およそ交通サービスは，物理的な距離空間の克服をもって
(1) この論文の骨子は，先に発表した「研究ノート」ーー東海林 (1984)一ーと同じ
である。今回，その一部を修正し，理論を中心に文章を整理して，改めて論文と
して発表するものである。
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その機能としている。したがって，その産出量の単位は，輸送対象である人
問または貨物の量のみでなく，それらと実際の輸送距離とを掛け合わせた 2
次元の単位（例えば，人・キロまたはトン・キロ）によって測定し，表現さ
れねばならない。このことは，交通経済学のいわば「いろは」に属する。し
かし，石油危機以前においては，必らずしもこのような原則的な方法によら
ないで，不定期船の供給調整，あるいは同市場の運賃形成をかなり適切に分
析することが可能であった。いいかえると，不定期船サービスの産出量を表
わすのに，必らずしも「貨物トン・マイル」を用いなくても，その代わりと
して「稼働延ベトン」あるいは，単に船舶の「重量トン数」を用いても，さ
ほど不都合ではなかった一ーというよりも，むしろその方が業界の実状によ
くマッチしていると，少なくとも私には考えられたのである。
いま，このことを明らかにするために， 若干の数式を用いることにしよ
う。すなわち，海運サービスの年間生産量Qは，これを概念的に次のように
表わすことができる。
Q＝ふ叫
=X•L 
= T·l•U•L 
?????、??（（（
=T,l•主•L
t (4) 
= T•l•S•Vo•一L L。 (5) 
ここに， Xは年間輸送量（トン）， Lは貨物の平均輸送距離（マイル）， T
は船舶の重量トン数， lは同積載率に）． uは年間航海数， Sは年間稼動日T 
数， tは停泊を含む1航海の所要日数， Voは Lo/tで， Loは空船航海を含
む1航海の全航程である。つまり， Voは1航海のいわば「平均速力」 (1日
当たりの航程）といってよいであろう。
他方，いわゆる「稼働延ベトン」なるものは，船舶の重量トン数x稼働月
数であって，この単位は，定期用船契約における取引量の単位として国際的
に広く用いられているのみでなく，とくにわが国においては，チャークー・
ベースおよびハイヤー・ベースの計算上の単位として，永く親しまれてきて
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いる。すなわち，チャークー・ベースの場合，その計算式の分母は，上の記
t 号を用いていえば， T•ーでこれを表わすことができるし，またハイヤー・30 
s (2) 
ベースの場合は，同様に T•ーでそれを表わすことができる。この稼働延30 
ベトンは，海運サービスの生産可能性（生産能力）の単位であって，定期用
船契約における取引量の単位としては，いかにも適当なものであるが，しか
(3) 
し，これは，前述のように，海運サービスの生産量そのものではない。
そこで，本来の海運サービス生産量と稼働延ベトンを比較してみると，上
L の（5)式において，積載率 lと「平均速力」 Voおよびーが，稼働延ベトL。
ンでは一定に置かれていることが分かる。このことは，何を意味するか。本
来，不定期船の運航に際しては，（1)貨物はこれを満載し，（2)停泊期間
はできるだけ短くし，（3）航海は，原則として最高（標準）速力で行なうと
いうのが，運航ないしは配船の基本であった。 いわゆる “Full-and-down"
および “Quick-despatch"というような，海運経営の日常のスローガンは，
まさしくこのことを指しているものといってよい。
L 他方，乙についていえば，空船航海を少なくし，総航程に占める積荷航海
の割合，いわば距離上の積載効率を高めることが，そのまま船舶の物的生産
Q 性（一）を高めるゆえんであることは，いつも変わらぬ道理である。もちろT 
(2) 運賃率をP.貨物の積み高を“．運賃収入をRとすると． R=P・“。 1航海の
総費用をc・.運航費をnとすると． R-n= 1航海の粗利益。年間の間接船費を
f,直接船費をmとし，さらに，稼働延ペトンを “oとすると，チャークー・ベ
スー (C/B)およびハイヤー・ベース (H/B)は，それぞれつぎの式で示される。
C/B＝戸； xo=Tb
“o 30 
H/B＝か竺 ； “°=TS 
“°面
したがって，当該航海の稼働延ベトン当たりの純利益（王は C/B-H/B,“°) 
または C/Bー 定期用船料である。
ちなみに， Normanと Wergelandは，後述の Nortank(1981)において，
チャー クー ・・ベー スと同じものを “Time-CharterEquivalent"と呼んでいる。
(3) 東海林 (1983)は，定期用船契約の法的性格の解釈に関して，この考え方を適
用したものである。・
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ん，年間を通じて不稼働期間（オフハイヤー）を最少にするよう，稼働率の
向上に意が用いられた。要するに，この場合，つねに最高の運航効率が意識
的に追求されていたのであって，そのような条件が満たされるかぎり，海運
サービスの生産量（貨物X輸送距離）は，これを稼働延ベトン（設備x利
用時間）によって表わすことが十分に可能であり，またそれなりの妥当性が
(4) 
あったと考えられるのである。
以上に述べたことを，分かりやすくするために，簡単な図を描いてみよう。
図ー 1 海運サービスの生産における距離と時間の関係
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（注） L：輸送距離 Lo：全航程 tn：空船航海
ゎ：積荷停泊 加：積荷航海 t22：揚荷停泊
図ー1において，真に生産され，取引されている海運サービスは，縦軸に
沿って測られる X•L （貨物トン・マイル）であるが， 実際にそれを生産する
ためには tだけの日数を要する。そこで，実務的には，貨物トン・マイルを
「平均速力」 Vo（およびl,t)を媒介にして， 船腹・航海所要日数 (T•t) に
置き換えて， 1 航海の損益を計算していることになる。 T•t を30で割ったも
(4) 「チャーター・ベースを高くし，ハイヤー・ペースを低くすることは，海運経
営の要諦である」といわれる。その意味するところは，上の算式およびそれに含
まれる関連の変数を想い浮かべれば，容易に理解されるであろう。上述のいくつ
かのスローガンもまた，これをいい当てたものに他ならない。
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(5) 
のが稼働延ベトンにほかならない。
いずれにせよ，このようにして，本来「貨物トン・マイル」で表わされるべ
き不定期船のサービスは，稼働延ベトンまたは船舶の重量トン数に抵抗なく.. 
置き換えられ，また，本来「不定期船サービスの供給」というべきところ
を，ほとんど断わりなしに，単に「不定期船の供給」という場合が多いので
ある（本稿においても，随時この慣行に従っている）。
しかし，いま，どうして，このような，いわば分かり切ったことを問題に
するのか。それは，主題である不定期船の供給調整理論として，従来重んじ
られてきた「係船点の理論」においても，上の稼働延ベトンの場合とまった
く同様な前提条件のもとで，それが成り立っていたことを，次節においてい
わんがためである。
皿係船点の理論とその前提
「係船点の理論」を最初に示されたのは，小島昌太郎博士である。博士に
(6) 
よれば，係船点運賃の高されは，つぎの式で示される。
PL= (m-mり十”
“ 
(6) 
ただし， mは管理費（直接船費）， m'は係船に要する管理費，”は運航
費， Xは積載貨物量である。
博士は，この式において， Xが小さくなれば，すなわち上記 (3)~(5)
式における積載率 lが低くなると，係船点が高くなることを指摘しておられ
るが，しかし，この係船点の系列〔コスト・ラダー］をもって市場の供給曲
線を説明される場合には，生産量の単位を単純に船腹量 (T)によって示さ
れた。なぜか。その理由は示されてはいない。しかし，それは，前節で述ペ
たような石油危機以前における不定期船運航の実態からすれば，ほとんど説
(5) ついでながら，営業倉庫においては， 1か月を複数の「期」に分け，保管サー
ビスの産出量を「トン・期」によって計算している。つまり，図ー1でいえば，
まさしく横軸に沿って，産出量を測っているのである。
(6) 小島 (1926)95-98ページを参照。ただし，一部記号を変更。
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明を要しないくらい当然な置き換えであった，
一般的な個別企業の生産・供給関数の観点から説明すると，
上に述べたような不定期船の運航形態は，不定期船サービスの生産において
つねに操業度が100％になるように，経営上の努力が払われていたこと
といわねばならない。
このことを，
は，
を意味する。運賃が係船点以下に下がれば，係船する。 その場合，操業度は
もちろん 0％である。運賃が係船点以上に上がれば，船は100％の操業度を
目指して運航する。 こうして， 100％かゼロか， Yesか Noか， といったニ
者択ー的な行動様式，それが，
定期船サービスの供給調整の理論的モデルであった。
くり返していえば石油危機以前における，不
それは，いかにも特殊
であり， そしてそのゆえに貨物トン・マイルは， そのまま供給船腹量もしく
は稼働延ベトンに置き換えられたのであるが，
は，不定期船運航の実態と特色をむしろよく反映しており，
は考えられなかったのである。
しかし， そうした取り扱い
とくに不都合と
図ー 2
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不定期船の供給曲線（石油危機以前）
C I C'
ヽ
‘ ヽヽ ヽ
｀ --
?
PL 
?
???
海運サービス
（注） CC'は平均総費用曲線， Kは損益分岐点， Lは係船点である。
（出所） 拙著「海運論」 1971, 208ページ，第8.1図。ただし， L点に向かう
右下がりの破線は，別の旧著にもとづいて補足した。
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図ー2は，このような考え方にもとづいて，一般理論において説かれる，
完全競争市場の下での個別企業（工場）の供給曲線に該当するものを，不
定期船サービスについて描いたものである。 この図において， 供給曲線は
opL•LC’ である。それは，一般理論の場合と同様に 2 次元の平面に描かれ
てはいるが，しかしその実体は，ただ縦軸（運賃率）に沿って係船点 PLの
高さを示しているのと同じである。係船点の理論とは，この高さを生産（運
送）コストとの対応によって説明したものに他ならない。
一般に，完全競争市場における供給曲線は，個々の企業（工場）の供給曲
線を横軸に沿って合計することによって与えられる。したがって，個々の不
定期船の供給曲線が上のようなものであるならば，自由な不定期船市場一ー・
それは，あらゆる財・サービスの市場を通じてもっとも完全競争市場に近い
と考えられてし辺- それを係船点の低いものから高
(7) 
いものへ順に並べて行けば，簡単にこれを描くことができる。
このようにして描かれた不定期船の供給曲線は，その形状的な特性とし
て，市場の供給限界に近付くまでは比較的弾力性が大きく，それに近付くに
したがって急に弾力性が小さくなる。いいかえると，弾力性の大きい部分と
弾力性の小さい部分との間に明らかな屈曲部分が存在しており，そのこと
が，不定期船市場の運賃形成を，それに得有の不安定なものにしている原因
の1つである，と従来は説明されてきた。しかし，このような説明は，今日
ではもはや当たらない。なぜか。石油危機以後，不定期船の運航態様がそれ
(8) 
以前とまったく異なってしまったからである。
(7) 石油危機以前のタンカー市場について， この種の供給曲線の例は， Devanny 
II (1973), p. 105, Fig. 3にこれを見ることができる。なお，その図では，算出
量がトン・マイルで表わされているけれども，意味内容は上と変わらない。
(8) 石油危機以前においても，いわゆる「偽装係船」と称される，長期入渠や長期
停泊を中心とした「非効率運航」がときに見られたけれども，原則的・一般的な
説明としては，係船点の理論が，個別不定期船の供給調整に関する唯一の理論で
あった，といってよい。
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w. 「非効率運航」の経済理論
石油危機以後の不定期船市場においては，減速航海や長期の停泊，あるい
はバートカーゴの実施等，物理的・工学的な意味では「非効率な」運航が一
般化した。このことは，不定期船の供給調整が，もはやこれまでのように係
船のみによって行われるのではなくなったこと一一いいかえれば，上記(5)
式において lとSとVoとが，もはや一定（ないし最大）ではないこと一一
を，当然ながら意味する。それでは，この場合，いうところの「非効率運
航」の結果，個別不定期船の供給曲線はどのような形をとるようになったで
あろうか。そもそも，それは，どのような経済的考慮にもとづいて行われる
のであろうか。これが，つぎの問題である。
はじめにも述べたように，ここでは，市場における供給調整行動の変化と
いう事実そのものには深く立ち入らない。 ただ， 例えば表ー1でも見られ
るとおり，非効率運航のうちもっとも注目される要因は，減速航海 (slow
steaming)である。それは，石油価格の急騰という石油危機の核心に直結
するのみでなく，時間当たりの燃料消費量が速力の3乗に比例するという，
表ー1 船種別過剰船腹量： 1980~1986
（年平均： 100万重量トン）
I 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986（推定）
世界タンカー船腹量 341.8 341.3 335.0 319.4 296.7 273.0 260.9 
過剰船腹量 74.0 107.7 130.7 134.0 111.7 100.9 77.8 
係船および遊休 25.3 41.1 76. 7 89.2 71.3 68.5 47.7 
減速航海 48.7- 66.6 54.0 71.3 40.4 32.4 30.1 
対船腹量比率％ 21.6 31.5 39.0 41.9 37.6 36.9 29.8 
世界乾撤積船腹量 172.8 184.0 197.0 202.9 215.0 222.7 217.9 
過剰船腹量 19.7 36.4 46.4 52.0 50.3 50.1 45.1 
係船および遊休 3.9 4.8 11.8 19.2 13.1 10.8・ 10.2 
減速航海 15.8 31.6 34.6 32.8 37.2 39.3 34.9 
対船腹量比率％ 11.4 19.8 23.5 25.6 23.4 22.5 20.7 
（出所） UNCTAD, Review of Maritime Transport, 1986, TD/B/C.4/309, 
1987, P. 25, Table 17. 
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本来の技術的な性質上，数量的明快さの点できわめて興味ぶかい。したがっ
て，ここでも，まず減速航海の問題を取り上げ，それを中心に，非効率運航
の経済的論理を探求することにしよう。
この減速航海について，いちはやく経済理論的な分析を加えたのは，三木
楯彦 (1976)である。すなわち，同論文において，まず明らかにされたこと
は，運賃に比ぺて燃料価格が高くなると，船舶は通常速力（いわゆるフルス
ピード）で走るよりも，減速して走る方が，係船点運賃も運送の平均総費用
もともに低くなるという事実である。この場合，係船点運賃を最低ならしめ
る（最適）減速率は，平均総費用を最低ならしめる（最適）減速率よりも大
きい。したがって，縦軸に運賃率をとり，横軸に航海速力をとって，不定期
船の供給曲線を描けば，燃料価格が低いときは，上の図ー2と同じょうにな
るが，燃料価格が高くなると，最適に減速した場合の係船点運賃から出発し
て，平均総費用の最低点を通る右上がりの曲線が得られるはずである。
さらに，同論文によれば，燃料価格が高くなればなるほど，係船点運賃お
(9) 
よぴ平均総費用を最低にする最適減速率は，それぞれ，より大きくなる。し
たがって，その場合の供給曲線は，上と同じような形で，しかもそれよりは
もっと左上方に描かれるであろう。いうまでもなく，その場合の係船点運賃
は，燃料価格の上昇によって一段と高くなっているはずである。上記の(6)
式が，そのことを予告しているからである。
さて，三木論文の発表された後，第2次石油危機の影響で，燃料価格は一
段と高騰した。前述の No~tank (1981)によれば，ペルシャ湾／ロッテルダ
ム就航の VLCCの場合，原油のトン当たりの運賃が，同じく燃料価格の6
~8％を超えているときは， フルスピードで走るのがもっとも経済的であ
り，第1次石油危機以前においては，この条件がみたされていた。 ところ
が，第1次石油危機によって，この条件はみたされなくなり，僅かではある
が減速して航海することが，もっとも経済的な運航方法となった。
その後，第2次石油危機によって燃料価格は一段と上昇し，逆に，運賃率
(9) 三木 (1976),7-9ペー ジ。 ・
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は相対的に大幅に下落した。それにともなって，減速航海の採用される範囲
は，下は係船点運賃から，上は新造船に対して10％近い利益を保証する運賃
まで，大幅に拡大されるようになり，しかも，この間，運賃率に対する最適
(IO) 
速力の弾性値は 1.2と高いものになったのである。
こうして， Nortankは，上記航路に就航する代表的大型タンカーについ
て，供給曲線のシミュレーションを行なった結果，例えば図ー3のようなも
図ー 3 大型タンカーの供給曲線（石油危機以後）
(25万D/W;ター ビン）
ws 
60 
40 
20 
?
0.2 0.4 0.6 X 
（注） ws:ワールド・スケール・レート； ws100=27.33ドル／トン
x:ラスタヌラ／ロッテルダム間， 1カ月 1D/W当たり原油輸送量（トン）
（条件） 燃料価格＝200ドル／トン，停泊日数＝15日，積載率＝0.95
（出所） Nortank (1981), p.19, Fig. 2. 
のを得たとして，これを示している。この図の場合，横軸には「稼働延ベト
ン当たりの輸送量」が測られているが，航路（輸送距離）が前提されている
のであるから，稼働率さえ与えれば，それはそのまま年間の輸送トン・マイ
ル，すなわち，厳密な意味での運送サービスの生産量と見ることができる底
のものである。
(10) Norman and Wergeland (1981), p. 2. 
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ここで示された供線曲線は，係船点運賃に近いところでは，垂直つまり完
全に非弾力的である。これは，タービン船なるがゆえに，これ以上の減速が
不可能であることを表わしており，そのような技術的制約による部分を除け
ば，この図の形状は，われわれが，上で三木論文にしたがって推定したのと
同じである。いや，そればかりでなく，もっと重要なことは，ここに示され
た供給曲線は，まさしく，経済学の教科書に描かれている，完全競争市場に
おける個別企業のごく一般的な供給曲線と，まったく同様の形をしているこ
とである。
すなわち，そこでは，運賃が係船点運賃を超えると，不定期船（クンカー）
は技術的に可能な最低速力で（最低の生産費で）運航を開始する。この場合
の係船点は，一般的な理論でいう「営業閉鎖点」 (shut-downpoint)にほ
かならない。運賃がさらに上昇すれば，不定期船は，図のような供給曲線に
沿って速力を上げる（生産量をふやす）であろう。運賃が十分に高ければ，
供給曲線は一一三木論文や Nortankが示唆するように一一減速航海であり
ながら，平均総費用の最低点を通過するであろう。その点こそ，一般的な理
論でいう「損益分岐点」 (break-evenpoint)にほかならない。
さらに，運賃が上昇すれば，そのときは不定期船は，それこそ，石油危機
以前の状態に戻って，フルスピードで運航するであろう。供給曲線は，その
ところでは，まったく非弾力的である。この間，速力はつねに，市場連賃と
燃料価格に応じて最適に保たれているはずである。 その意味で， 付言すれ
ば，かつての図ー2のような供給曲線は，もともとは不定期船の供給曲線の
両端部分に過ぎず，運賃率に比べて燃料価格が十分に低かった石油危機以前
の状況においてのみ，現実的妥当性を主張し得たのである。
それでは，このような不定期船の供給調整行動の背後にある考え方とは，
果たしてどのようなものであろうか。この点に関して，三木論文では，最適
減速率の決定に当たって，企業が常に最少の平均費用を追求することが前提
されているにとどまる。他方，海事産業研究所 (1980)によれば，減速航海
が実施される場合の条件は，「それによるバンカーコストの節約が，稼働率
40(40) 第 33巻第 1 号
〔年間航海数〕の低下による運賃〔収入］の減少を上回るか，もしくは，一
航海当たりのパンカー節約効果が，〔バンカーコストを除く］運航費 (op-
(11) 
erating cost)と資本費 (capitalcost)の増加を上回る場合である。」
ここに示されている考え方は，年間の収支にせよ， 1航海の収支にせよ，
要するに限界収入と限界費用との比較によって，最適速力（すなわち最適生
産量）が選択されるというのである。 Normanand Wergeland (1980)の
場合も，その説明の仕方は，基本的にはこれとまったく同じである。やや長
くなるけれども，つぎにそれを引用しよう。
「船舶の速力を決定するに当たって，船主は，速力を増加させることに
よって取得できる追加収入 (extraincome)と，他方それに伴う追加費用
(extra cost)とを比較するであろう。この場合の追加収入とは，速力を
増加させることによって，船主が輸送しうる年間の追加輸送貨物量に，運
賃率を掛けたものである。他方，追加費用とは，速力を増加させるために
必要とされる9年間の燃料消費量の増加分に， 燃料価格を掛けたものであ
る。船舶の最適速力は，これら両者の相等しくなるところで決まる。もち
ろん，追加収入が追加費用をつねに上回るのであれば，その場合は，フル
スピードがすなわち最適速力である。
この事情は，最適速力が，もっばら運賃率の燃料価格に対する比率に依
存することを示している。したがって，もし燃料価格と運賃率とがどちら
も1％上昇するならば，その場合は，最適速力は不変である。例えば，ぁ
るクンカーが，燃料価格が100ドルで運賃がWS40のとき， 14ノットで走
るのが経済的であるとするならば，その船は，燃料価格が200ドルで運賃
がWS80,あるいは，かりに燃料価格が400ドルでも，運賃さえWS160ド
(12) 
ルになるならば，やはり14ノットが最適速力なのである 1。」
同論文は，このように述べて，最適速力なるものが結局のところ，運賃率
と燃料価格との相対的な水準に依存することを強調した。さらに，同論文の
(1)海事産業研究所 (1980),46ペー ジ。
(12) Norman and Wergeland (1980), p.18. 
不定期船の供給調整に関する理論について（東海林） （41)41 
付録においては，この命題を，数式で次のように説明している。
すなわち，貨物トン・マイル当たりの運賃を r, 速力を 1ノット増加させ
ることのよって得られる年間の輸送マイル数の増加を a,燃料価格を q,速
力を 1ノット増加させるに必要な年間の燃料消費量の増加分をfとする。
r; a, qは速力と無関係であるが， fは速力 (K)に依存する。そこで，
f=f(K)と書くことにする。そうすると，上に述べたことは，次のように
表わされる。
(1) ra>qf(K)であれば，速力を増加させるのが経済的
(2) ra=qf(K)であれば，このときの速力が経済的
(3) ra~qf (Km..)であれば，フルスピードが経済的
いずれにせよ，最適速力は，ただに）にのみ依存す{1:)q 
このようにして， くりかえして言えば，減速航海を実施する船主の行動原
則は，まさに一般理論の教えるとおり，限界収入と限界費用とを等しくする
というに尽きる。もちろん，このことは，船主の合理的判断を前提とした推
論にすぎないが，しかし， 同時にそれは， 利潤極大を追求する企業にとっ
て，当然の行動原則を具体化したものにほかならない。いわゆる「非効率運
航」は，船主にとっては，採算上けっして「非効率」ではなく，あくまで経
済的効率性を追求した結果なのである。
以上，減速航海の経済理論について述べた。非効率運航のうち，パートカ
ーゴについては，吉田茂 (1981)および同 (1984)が詳しい。パートカーゴ
の実施される契機は，いろいろであろうが，理論としては，船主が大型船と
小型船との間の運賃格差を利用して，意図的にそれを選択する場合が，取り
扱いやすいし，面白い。簡単にいうと，大型船を運航する船主は，大型船の
運賃率が小型船の運賃率に比べて低いほど，より小口のロットで満足するで
あろう。反対に，大型船の運賃率が小型船のそれに比べて，格差が少なくな
ればなるほど，パートカーゴを取る意欲は減殺されるであろう。 したがっ
て，縦軸に大型船の運賃率をとり，横軸にその積載率をとって，不定期船の
(13) Norman and Wergeland (1980), p. 20. 
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パートカーゴに関する供給曲線を描けば，やはり—係船点直上の垂直部分
(14) 
は別として一ー図ー3と同様右上がりの供給曲線が得られるであろう。
もちろん，この場合，大型船の船主としては，大型船にふさわしいロット
が得られる可能性や，大型船と小型船双方の運賃の動向を見極め，さらに小
ロロットを選択することに伴う損失について，その許容しうる範囲を決定す
る必要があるであろう。しかし，そうした不確実性の存在を前提とした上で
いえば，この場合の船主の行動は，原理的には減速航海の場合とまったく同
様に，限界収入と限界費用を等しくするように，パートカーゴを選択し，積
載率を決定しているものと見ることができる。
なぜなら，将来得られるであろう大ロロット貨物の運賃収入は，これを放
棄して小口のロットを選択する場合の，いわば「限界機会費用」であり，そ
れに対して，小ロロットの運賃収入は，まさしく現実の限界収入だからであ
る。大型船の運賃率が高いほど，そしてまた，近い将来に大ロロットが得ら
れる可能性とその確実性が高いほど，パートカーゴの限界費用は大きい。そ
の分，小ロロットの積載率は高くなければならない。 しかし，いずれにせ
ょ，船主としては，このような意味での限界費用と限界収入の均等化を目安
として，パートカーゴを選択し， 実施するものと考えるのが合理的であろ
う。
いわゆる非効率運航の中には，そのほか，自発的あるいは非自発的な長期
停泊や入渠間隔の短縮など，いずれも前記 (5)式における Vo または Sに
係わる非効率要因が含まれている。これらの要因が加わることによって，個
別不定期船の供給曲線がどのような変形（弾力性の変化）を遂げるかは，必
ずしも明らかではない。しかし，問題の視野を不定期船市場全体に広げて考
えると，ある程度確かなことがいえる。
すなわち，減速航海の採用によって，個別不定期船の供給曲線は，一般企
業と同様の弾力性を回復し，その結果，市場における供給曲線も，これまで
のような顕著な屈曲部分がなくなり，全体として右上がりの形状を示すよう
(14) 吉田 (1881)73ページ，図ー5を見よ。
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(15) 
になったはずである。ただ，減速航海以外の要因が働いた場合は， Norta油
の例示するところによれば，市場における供給の弾力性は逆に多少減殺され
(16) 
る傾向が見られないでもない。しかし，非効率運航要因のうちでは，減速航
海の占めるウエイトが高いから，それ（および上述のようなパートカーゴ）
の影響の方がはるかに強いものと思われる。このことは，当然，不定期船市
場の運賃形成に対して，それを石油危機以前よりも，より安定的なものにす
(17) 
る効果を持つであろう。
v.結び：石油危機からの教訓
1973~4年以降の石油危機を経て，不定期船の供給調整行動は，それ以前
とは一変した。それは，まさしく石油価格の高騰に伴う．いわゆる「新価格
休系」への移行に対する不定期船オペレーターの対応振りを．如実に物語る
ものであった。この事実が，従来の海運経済理論に及ぼした影響は，きわめ
て大きい。石油危機の体験から，われわれは何を学んだか。その点を，以上
述ぺたところにしたがって．私なりに整理してみると．およそ次のようであ
る。
第1にいえることは，海運サービスの生産量を測るのには，やはり，貨物
トン・マイルを用いるぺきであり，船舶の重量トン数や稼働延ベトン数は，
あくまで二次・三次の代用物であったということである。船がつねに“Full-
and-down", "Quick-despatch", そして “Full-speed"で運航していると
きは，それでもよかったが，これらの条件がみたされなくなると，やはり原
則的な尺度として「貨物トン・マ・イル」が用いられねばならない。石油危機
は，このような形で，およそ原則論・一般論の重要性を教えたのである。
第2に，石油危機以後の「非効率運航」を説明する理論として，やはり経
済学の一般理論が説く限界原理，すなわちこの場合でいえば， 企業はつね
(15) Wergeland (1983), p. 48, Fig. 2を見よ。
(16) Norman and Wergeland (1981), pp. 22-24, とくに p.23,Fig. 3を見よ。
(17) 詳しくは，東海林 (1984),124-28ペー ジを参照されたい。
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に，限界収入＝限界費用ならしめるように産出量を調整するという，ミクロ
経済学の一般理論が有効であるということである。
もちろん，こうした一般理論の適用に際しては，不定期船の産出量の調整
に用いられる諸手段の具体的内容に応じて，いわゆる「限界産出量」そのも
のも，これを実態に合わせて適切に把握することが必要である。その意味で
振り返ってみると，かの「係船点の理論」においては，フル操業による 1航
海の運航サービスが，すなわち不定期船の限界産出量であり，そのことをベ
ースにして，やはり限界収入＝限界費用の理論が貫かれていた，と考えるこ
とができよう。要するに，この点でも，石油危機は一般理論の重要性を教え
たのである。
最後に，第3点として，石油危機に伴う市場環境の変化，とりわけ燃料価
格の高騰に対して，不定期船のオペレーターが示した対応，すなわち，上述
のような不定期船の供給調整における画期的な変化，あるいは，さらに言い
かえると，個別不定期船の供給曲線の変形（弾力化），またその結果として，
不定期船市場全体の供給曲線の変形（弾力化）といった事実は，われわれに
何を教えるか。
私は，ここに，自由な不定期船市場における価格機構の健在さを実感せざ
るを得ない。そこでは，かのアダム。スミスの「見えざる手」が見事に働い
たといえる。さきに，ボーランドの Dabrowskiは，「石油危機によって世
(18) 
界の海運市場は崩壊した」と述べたが，このことは，需給の量的バランスに
ついては当て嵌まるとしても，市場の定性的なメカニズムについては，まっ
たく当たらない。燃料価格の上昇の結果，供給曲線は確実に左上方に転移し
たのみでなく，決定的に変形した。それによって，自由な不定期船市場にお
ける運賃決定の態様は，石油危機以前よりもかえって安定性を増したのであ
る。私は，この事実に驚きの目を見張るとともに，市場と価格機構の自律性
を現実慰識の出発点とする，経済学の基本原理そのものに対して，改めて畏
敬の念を禁じ得ないのである。
(18) Dabrowski (1981), p. 85. 
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